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となりますので、早めに申請してください。 
●現在、認定証を持っている人
　現在お持ちの認定証の有効期限は７月31日(火)
です。８月以降に保険医療助成課、各総合支所市
民福祉課(市民課)、各出張所へ返却してくださ
い。新しい認定証の交付に必要な申請書は、７月
中旬に届く新しい保険証に同封されていますので
申請してください。 
●現在認定証を持っていない人
　申請書は送付されません。必要な人は申請して
ください。 
　　高額介護合算
　年間(毎年８月～翌年７月分)の医療費の自己負
担額と、介護サービスの自己負担額を合算した額
が限度額を超えたときは、申請により超えた額を
高額介護合算療養費として支給します。対象者に
は毎年１月末に申請書が自動的に送付されます。 

平成30年８月から自己負担限度額が変わります!
後期高齢者医療制度に関わる自己負担限度額について　
現行(平成30年４～７月)

　　高額療養費
　１カ月の医療費が高額になったときは、申請に
より下表の自己負担限度額を超えた額を高額療養
費として支給します。一度申請すると、以後の高
額療養費は自動的に登録口座に振り込まれます。 
　対象者には診療月の３カ月後以降に申請書が自
動的に送付されます。 
「限度額適用認定証」または「限度額適用・標準
負担額減額認定証」の申請を！ 
　下表の所得区分で現役Ⅰ・Ⅱおよび区分Ⅰ・Ⅱ
に該当する人は、申請により現役Ⅰ・Ⅱの人には
「限度額適用認定証」を、区分Ⅰ・Ⅱの人には「限
度額適用・標準負担額減額認定証」を交付します。
１カ月の医療費が自己負担限度額を超えるような高
額になる場合には、この認定証を医療機関へ提示す
ることで、一部負担金が減額されます(区分Ⅰ・Ⅱ
の人は食事代も減額)。認定証は申請月からの適用

医療費が高額になったときは？医療費が高額になったときは？

所得区分

現役並み
所得者

(～90日※5)210円
(91日～※5)160円※6 

５万7,600円
年４回目以降は４万4,400円※2

５万7,600円
年４回目以降は４万4,400円※2

460円※4

8万100円＋(総医療費－26万
7,000円)×1％
年４回目以降は４万4,400円※2

住民税非課税世帯に属する被保険者
（区分Ⅰ以外）

現役並み所得者、区分Ⅰ・Ⅱ以外の人一般

区分Ⅱ

区分Ⅰ

３割

1割

1割

1割

２万4,600円

１万5,000円

５万7,600円   

１万4,000円※3

8,000円   

8,000円   100円

所得基準 自己負担限度額(月額)
外来(個人単位) 外来＋入院(世帯合算)

自己負
担割合

入院したときの食事代
(1食当たり)

※１　申請により自己負担割合１割となった場合を除きます。 
※２　過去１年間に外来＋入院の限度額を３回以上超えたときの４回目以降の額 
※３　１年間(８月～翌年７月)の外来(個人)の自己負担額の合算額に、年間14万4,000円の上限があります。 
※４　指定難病患者の人、一定期間精神病床に入院中の人などは、260円の場合もあります。     
※５　過去１年間で入院した日数の合計 
※６　過去１年間で区分Ⅱの認定証が交付されている期間の入院日数が90日を超えたことを申請して認められたときの額  

同一世帯に住民税課税標準所得145万
円以上の被保険者がいる場合※１

住民税非課税世帯のうち、世帯員それぞれの所得が０円
となる場合(公的年金等の控除額は80万円として計算)

(平成30年８月～)
所得区分

(～90日※5)210円
(91日～※5)160円※6 

460円※4

現役Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ、区分Ⅰ・Ⅱ以外の人

現役Ⅲ

現役Ⅱ

現役Ⅰ

一般

区分Ⅱ

区分Ⅰ

３割

３割

３割

1割

1割

1割

１万8,000円※3

8,000円   

8,000円   

２万4,600円

１万5,000円 100円

所得基準 自己負担限度額(月額)
外来(個人単位) 外来＋入院(世帯合算)

自己負
担割合

入院したときの食事代
(1食当たり)

同一世帯に住民税課税標準所得690万円
以上の被保険者がいる場合

住民税非課税世帯に属する被保険者
（区分Ⅰ以外）

25万2,600円＋(総医療費－84万2,000円)×１％ 
年４回目以降は14万100円※2
16万7,400円＋(総医療費－55万8,000円)×１％ 
年４回目以降は９万3,000円※2
８万100円＋(総医療費－26万7,000円)×１％ 
年４回目以降は４万4,400円※2

同一世帯に住民税課税標準所得380万円以上
690万円未満の被保険者がいる場合※1
同一世帯に住民税課税標準所得145万円以上
380万円未満の被保険者がいる場合※1

住民税非課税世帯のうち、世帯員それぞれの所得が０円
となる場合(公的年金等の控除額は80万円として計算)

変更後！


